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～教育業界向け経営重点診断～

 概要：ステークホルダー（利害関係者）の見解を調査することによって、クライアント企業の経営課題を浮き彫りにします。
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項目：多面的なステークホルダー調査が、特色となります。

（１）プレヒアリング

（２）計数分析

（３）ステークホルダー調査①投資家・金融機関

（４）ステークホルダー調査②従業員

（５）ステークホルダー調査③生徒・保護者

（６）課題構造とりまとめ

 期間：4ヶ月間程度
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成長性/収益性分析及び売上高動向

成長性（横軸）/収益性分析（縦軸）
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売上高動向（百万円）

0

10

20

30

40

50

60

13/2期（実） 17/2期（実） 22/2期（予）

0

20

40

60

80

100

120

140

上諏訪店

元総社店

広瀬店

大胡店

ﾖｰｶﾄﾞｰ前橋

小相木店

東口店

江木店

下細井店

太田新井店

大泉坂田店

総社店

立川店

城山店

ｺﾝｺｰｽ

小鳥店（右軸）

F教室（赤字）B教室
（赤字）

A教室

E教室

C教室D教室

G教室（赤字）
H教室（赤字）

I教室

J教室

○○ △△ □□

A教室

B教室

C教室

D教室

E教室

F教室

G教室

H教室

I教室

J教室

K教室

L教室

M教室

N教室

O教室

P教室

株式会社 日本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部門
プリンシパル 手塚 貞治
E-mail: rcdweb@ml.jri.co.jp

本資料の著作権は株式会社日本総合研究所に帰属します。

アウトプット例（計数分析）


